
介護給付費の推移
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町
民
の
3
人
に
1
人
が
高
齢
者
に

　
現
在
、
町
の
65
歳
以
上
の
高
齢
者

人
口
は
７

１
５
２
人
、
総
人
口
に

占
め
る
割
合
（
高
齢
化
率
）
は
、
21

98
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。
平
成
27

年
に
は
、
９

７
５
７
人
、
高
齢
化

率
29
　

93
％
と
な
り
、
町
民
の
約
３

人
に
１
人
が
高
齢
者
に
な
る
と
予
測

さ
れ
ま
す
。
ま
た
、
要
介
護
等
認
定

者
数
は
、
今
後
も
比
較
的
軽
度
の
要

支
援
、
要
介
護
１
を
中
心
に
増
加
し

て
い
く
と
予
想
さ
れ
、
さ
ら
に
寝
た

き
り
や
認
知
症
の
高
齢
者
の
増
加
に

よ
り
、
平
成
26
年
に
は
、
約
１

８

０
０
人
に
達
す
る
と
予
測
さ
れ
ま
す
。

　

5
年
間
で
給
付
費
が
2
倍
に

　
平
成
12
年
に
は
約
８
億
７
千
万
円

だ
っ
た
介
護
給
付
費
も
、
認
定
者
数

の
増
加
や
利
用
サ
ー
ビ
ス
量
の
増
加

に
よ
り
、
５
年
間
で
約
２
倍
近
く
に

も
増
加
し
て
い
ま
す
。
今
後
も
介
護

給
付
費
は
増
加
し
て
い
く
と
予
想
さ

れ
、
こ
の
ま
ま
の
保
険
料
で
は
ま
か

な
い
き
れ
な
く
な
っ
て
し
ま
い
ま
す
。

　
　

介
護
保
険
料
の
算
定

　
今
後
３
年
間
の
介
護
保
険
運
営
の

た
め
に
必
要
な
総
費
用
は
約
54
億
１

千
万
円
（
給
付
費
52
億
９
千
万
円
＋

地
域
支
援
事
業
１
億
２
千
万
円
）
と

見
込
ま
れ
、
そ
の
19
％
で
あ
る
10
億

３
千
万
円
が
１
号
被
保
険
者
（
65
歳

以
上
の
方
）
の
保
険
料
で
ま
か
な
う

べ
き
額
と
な
り
ま
す
。
そ
こ
に
、
調

整
交
付
金
、
基
金
取
り
崩
し
額
、
保

険
料
段
階
等
を
考
慮
す
る
と
、
※

保

険
料
基
準
額
は
年
額
４
６

８
０
０

円
程
度
と
な
る
見
込
み
で
す
。
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認定者数推移 ■要介護2～5
■要支援・要介護1

３年間の介護保険運営に必要な総費用

介護サービス

に係る経費

地域支援事業

に係る経費

65歳以上の負担分

（19％）　　　　
×＋

＝ 基準額

３年間の65歳以上の方の延べ人数
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政政政
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つつつ
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ててて

　
平
成
12
年
４
月
に
ス
タ
ー
ト
し
た
介
護
保
険
制
度
は
、
社
会
に
定
着
し
て
き
ま
し
た
。
一
方
で
、

介
護
保
険
料
に
つ
い
て
は
前
回
の
見
直
し
か
ら
３
年
が
経
過
し
、
こ
の
間
に
も
高
齢
者
数
及
び
認
定

者
数
・
介
護
給
付
費
も
増
加
し
て
お
り
、
そ
の
不
足
分
は
基
金
等
を
取
り
崩
し
て
補
っ
て
き
ま
し
た
。

　
今
後
、
地
域
支
援
事
業
な
ど
の
新
た
な
取
り
組
み
を
展
開
し
、
利
用
者
の
さ
ま
ざ
な
ニ
ー
ズ
に
対

応
し
て
い
く
た
め
に
は
、
健
全
な
財
政
基
礎
を
確
立
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　
そ
こ
で
、
今
後
３
年
間
の
高
齢
者
数
や
認
定
者
数
、
介
護
給
付
費
を
推
計
し
、
適
正
な
介
護
保
険

料
を
試
算
し
ま
し
た
。

※実際の保険料は、個々の所得状況に応じ、
　基準額に一定の割合を掛けた額となります。
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